






































































































































































































































































































































































































































































































































（43）　朝鮮総督府『釜山鎭海面埋立紛争関係』1908 ～ 1929年（国家記録院所蔵），pp.41 ～ 44。
（44）　朝鮮総督府「釜山鎭埋立地區土地分割占有」『釜山府關係綴』1915年（国家記録院所蔵）。
（45）　1932年現在，釜山の８人の資本家が全体の３割強に相当する税金を出している。迫間房太郎の年所得額は
255,000円，課税額20,961円，一人当たり課税額の人員対比2,995名，香椎源太郎はそれぞれ206,000円，16,302
円，2,729名，大池源二が98,000円，6,660円，951名である。８人の合計が830,000円，60,018円，8,977名であ
る（勝田伊助『釜山を擔ぐ者晉州大觀』晋州大観社，1940年，pp.45 ～ 47）。
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れは換言すれば所得がそれほど高いということであり，資本が集中していることを端的に現わしているの
である。このように，在朝日本人社会の内部でも一群の日本人資本家に資本が集積され，朝鮮人はもちろ
んのこと，日本人の内部にも大きな格差社会が形成される決定的な要因となったことを指摘しておきた
い（46）。
⑵　不均衡的な地域開発と在朝日本人の内部境界の形成
　もう一つの在朝日本人の内部矛盾による境界の形成は，地域間の開発葛藤による日本人同士の矛
盾から現われた。このような内部的境界をあらわす事例は，慶南道庁移転事件である。道庁の移転
過程には晋州地域圏と釜山地域圏の在朝日本人の対立があった。植民地都市開発の主軸は日本人で
あったが，鹿児島，広島出身が中心であった晋州地域と対馬，大阪，福岡出身が強かった釜山地域
の葛藤に圧縮されるといえよう。いわゆる「草の根」の葛藤と分裂である。このように，帝国と植
民地の中の民族的な矛盾と在朝日本人内部の矛盾からも境界が生まれるため，境界線の変化に注目
するべきである。その事例が1924年の慶尚南道の道庁移転をめぐる晋州と釜山に定着した日本人
同士の内部葛藤である。
　総督府は道庁移転政策で日本人の新都市を地域の中核都市として建設しようとした。慶南道庁以
外にも，京畿道庁を水原から京城に，忠南道庁を公州から大田に移転しようとした。植民地行政区
域を再編して植民政策をより効率的に図ろうとするためであった。
　慶南道庁移転問題は，1920年から賛否論議が始まり（47），この道庁移転に決定的な役目をしたの
は対馬出身で慶尚南道議会の議長大池忠助である。彼は在釜日本人の連署で，1924年に慶南道庁
移転を支援するため，道庁敷地を斎藤総督に寄付した。斎藤総督はこの敷地を利用して慶南道庁移
転に拍車をかけるようになった（48）。
　道庁移転問題が本格的に論議されたのは，1924年２月からである（49）。総督府当局の移転理由は
行政上の交通不便である（50）。しかし実質的には総督府が釜山港を戦略的要衝地として建設しようと
するためである。この政策は慶尚道の行政体系と商工業の流通体系を全面否定して推進した政策で
ある。釜山は香港のように天恵の港湾として注目され（51），日本に最も近くに位置した大陸進出の関
門であると思われた。
　しかし，既存の伝統的な秩序が無視されたことにより，晋州とその周辺の多くの地域住民たちの反
発をもたらした。道庁移転が公式に決まった後，晋州はもちろん馬山，昌原，統営，固城，四川，咸
安，宣寧，狭川，山清，咸陽，居昌，河東，南海など１府14郡の住民130万人が移転に反対した（52）。
（46）　釜山の富豪８人は，上の３人以外，山本利吉，福田恒，迫間安太郞，山本賴之助，福島源次郞である（勝田
伊助前掲書，pp.45 ～ 47）。
（47）　『東亜日報』1920年５月25日。
（48）　朝鮮総督府『慶尚南道庁移転綴』，1925年。
（49）　慶尚南道の道庁移転について詳しいことは次を参照。キム・ジュンスブ「日帝下慶尚南道道庁移転と住民の
反対運動」『慶南文化研究』第18号，慶尚大学校慶南文化研究所，1996年。
（50）　朝鮮総督府『官報』1924年12月８日。
（51）　朴元杓前掲書，1965年，p.91。
（52）　『東亜日報』1924年12月８日。
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図３　在釜日本人が寄付した道庁移転の敷地
出典：朝鮮総督府『慶尚南道庁移転綴』1925年（国家記録院所蔵）
特に，日本人が中心になって活動していた「晉州繁栄会」の強い反発もあって，道庁移転反対委員
会を作って派遣しようとしたために警察との対決があった（53）。地域有力者として早くから晋州に定
着した石井某氏は道庁移転に反対して天皇への直訴を上申したが，結局道庁が移されることになる
と自ら命を絶って政策の不合理性を糾弾した。地域の利益のために日本人と朝鮮人が連帯闘争を
行った代表的な事例である。
　しかし移転に賛成する動きも手強かった。道庁移転は釜山を含めて近郊の地価上昇と都市発展に
影響を与えるなど地域の利権と関わる重要な問題として，釜山近隣の蔚山，梁山，東莱，金海，密
陽など１府５郡の住民約50万人が移転に賛成した（54）。
　道庁移転反対闘争と賛成運動が起こっている状況で，結局道庁は1925年４月17日釜山に移され
ることになった。総督府権力の強い介入によって既存の秩序が完全に再編される結果をもたらした
のである。慶南道庁の移転後，釜山と近隣地域が行政の中心地に変わり，この地域を中心に人口が
増加した（55）。
　結局，対馬人を核とし大阪，長崎，福岡出身を中心とした在釜日本人は，総督府と結合して釜山
を中核都市として建設することに成功した。この過程で在朝日本人の内部的な葛藤と矛盾が噴出し
て，地域間での在朝日本人の内部境界が形成された。これは植民地戦争と関わり，朝鮮を大陸兵站
基地として利用しようとした政策の推進過程で現われたものである。都市が軍事的目的と関わって
（53）　『東亜日報』1925年１月14日。
（54）　『東亜日報』1924年12月12日。
（55）　慶南道庁移転以降，釜山の人口は1924年の８万人から1930年には13万人に増加した（釜山府『釜山商工案內』
1932年，p.3）。
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開発されたので，軍事地域周辺の住民たちの生活は非常に厳しい制限を受けるようになった。この
状態は日本の敗戦まで続いた。アジア太平洋戦争時期には米軍の空襲まで受けるようになり，在釜
日本人を含めて，釜山の住民は命が危ない戦場で生きることとなった。
　　　　おわりに
　本稿は，1872年から1945年まで，朝鮮海峡を隔てた対馬と釜山という境界に住んでいた対馬人
が，明治政府の「国民統合」過程（帝国化）で，どのような生活状況に置かれ，どのような役割を
強いられたかについて分析した。この試みは，在朝日本人に対する既存の認識である「草の根の侵
略者」について，境界線の変動により，被害者・加害者・被害者として変わる可変性と，このよう
な被害／加害の二面性を持つようになった本質的な理由を探るものである。
　本稿では，対馬と釜山をめぐる境界地域の変化を，共生と善隣の境界，帝国戦争の紛争地として
の境界，在朝日本人の内部境界として分けた。要約すると次のとおりである。
　第１境界は，明治政府が対馬藩と釜山倭館を接収・占領する前，朝鮮国と徳川幕府の中継地とし
ての共生と善隣の境界が挙げられる。対馬藩の宗家が朝鮮政府から借りた草梁倭館は，東莱府の管
轄下に置かれた。幕府と朝鮮国の公貿易を行いながら，朝市で東莱地域の人々とローカリティ空間
を形成した時期である。
　対馬人は朝鮮との関係性を持って一つの生活圏を形成し，文禄・慶長の役以降，約300年間にわ
たって共生と善隣を維持してきた。徳川幕府と朝鮮王朝の統制を受けながらも，その境界地域の人々
は，毎日開かれる倭館と東莱地域の朝市の交流を通じて，多様な関係で結びついて境界活動と生活
を続けた。このような境界地域の生活状況が長く続いたため，両国の法律に統制される側面もあっ
たが，地域ローカリティ空間での日常的な生活と意識では，両国の法律が及ばない，ある意味で自
由な境界人のアイデンティティが生まれたといえるだろう。
　第２境界は，帝国主義戦争の紛争地としての境界である。19世紀半ばから，朝鮮海峡が日露英
など帝国主義国の植民地争奪戦の角逐場として紛争地となった時期である。この時期，対馬は日本
の要塞地帯法が適用され，対馬要塞と鎮海湾要塞が構築された。鎮海湾要塞は国際法に違反しなが
ら境界を拡張し，国境線が揺れることとなった。対馬人の生活は不安定で，漁場の使用，移住など
にすべて軍の許可が必要となった。さらに，日本帝国の植民地侵略を支えることが強いられた。
　この時期，日清戦争と日露戦争が朝鮮海峡と朝鮮の山野で行われたため，当時の地域ローカリティ
空間は，戦場へと変わってしまった。特に，日清戦争の際，日本軍が東学農民軍を鎮圧する過程で，
朝鮮人村を無差別に焼いたり，民間人を殺したりした。日露戦争の際には，秘密裡に軍事基地を占
領して，電線を切る程度の軽犯罪も死刑・流刑で懲罰した。それゆえ，東莱地域の人々には，日本
人に対して怖いイメージや不信感が生じて，信頼できない人間関係に変わっていくこととなった。
居留地は，平和の交流空間から，在朝日本人と東莱府の人々との民族的・階層的葛藤が生じる紛争
的な地域ローカリティ空間へと変形された。
　第３境界としては，地域の不均衡的な都市開発をめぐる，在朝日本人内部の格差社会の形成によ
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る内部境界が挙げられる。この境界を指摘することは，いわゆる「草の根の侵略者」の内部構造を
探ることで，一群の独占的な日本人資本家・政治家とは異なる一般「庶民」を区別するためである。
　その格差社会形成のきっかけは，第１に，居留地の「帝国臣民」は居留地の土地と家屋を永久借
地し，韓国の植民地化の後に，払下げを受けた。日本参謀本部の協力者だった迫間房太郎は居留地
の３分の１の土地を占めた。第２に，釜山鎮にある東莱人村の海面土地紛争で朝鮮総督府が日本人
に有利に認めた。第３に，独占的な埋立地の分割である。釜山鎮一帯の広い海面を埋め立て，日本
人４人が分割して所有した。
　また，地域の不均衡的な開発過程で，在朝日本人内部に階層的な差別構造が生まれた点を強調し
た。その事例として，1925年に慶尚南道庁を伝統都市晋州から新都市釜山へ移転する過程で作ら
れた在朝日本人内部の境界について考察した。対馬人を中心に大阪，長崎，福岡出身者を中心とし
た在釜日本人は，総督府と結合して釜山を中核都市として建設することに成功した。この過程で在
朝日本人の内部的な葛藤と矛盾が噴出し，地域間の在朝日本人の内部境界が形成された。これは日
本帝国の植民地戦争と関わり，朝鮮を大陸進出の拠点，大陸兵站基地として利用しようとした政策
の推進過程で現われたものであった。
　要するに，1872年から1945年まで，朝鮮海峡を隔てた対馬と釜山という境界に住んでいた対馬
人は，明治政府の「国民統合」過程（帝国化）で，境界線の変動により，被害者→加害者→被害者
と変わった。対馬人は共生的なローカリティ交流空間を失う被害を受け，帝国主義の戦争に巻き込
まれて植民地の人々への加害者になってしまった。敗戦後は，２代・３代にかけて構築した地域ロー
カリティ空間と生活基盤を一時に失ってしまい，再び被害者としての存在となってしまった。いま
まで，在朝日本人は「草の根の侵略者」として認識されてきたが，境界線の変動に注目して認識す
ると，可変性と二面性があることが分かった。さらに，在朝日本人の内部の構造的な矛盾として，
一群の資本家に富が集中・集積されたことから，独占的な資本家と一般の庶民を区別して認識する
必要があることを明らかにした。
 （きむ・ぎょんなむ　法政大学大原社会問題研究所客員研究員）
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